








務会計基準審議会 (Financial Accounting Standards Board､ 以下､ FASB) は
2007年11月30日に予備的見解 ｢資本の特徴を有する金融商品 (Preliminary
Views : Financial Instruments with Characteristics of Equity : 以下､ 予備的見
解)｣ を公表し､ 負債と資本の区分基準に関して様々な案を検討した｡
予備的見解は FASBが独自に公表したものであり､ IASBは関与していな
いが､ 負債と資本の区分に関しては､ 2006年２月に FASBと IASBから ｢国
際財務報告基準と US GAAPのコンバージェンスへのロードマップ―2006年
から 2008 年 (Memorandum of Understanding (MoU): A Roadmap for
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1) ｢資本｣ には ｢capital (資本)｣､ ｢equity (持分)｣､ ｢net asset (純資産)｣ 等の表現が
あるが､ 本稿では ｢資本｣ と統一して論ずる｡
2) FASB [2007], para. 5.
Convergence between IFRSs and US GAAP － 2006 to 2008) が公表され3)､ 多
くの項目で両者がコンバージェンスを目指すことが確認されている｡ それを
踏まえ IASBも独自に2008年２月にディスカッション・ペーパー ｢資本の特
徴を有する金融商品 (Discussion Paper : Financial Instruments with























4) FASB [2007], para. 7.
予備的見解ではいかなる金融商品を資本とするのかを決定するものとして､
基本的所有アプローチ (basic ownership approach)､ 所有・決済アプローチ
(ownership-settlement approach)､ REOアプローチ (reassessed expected out-
comes approach : REO approach) の３種類が検討されており､ その中でも基
本的所有アプローチが望ましい区分方法であるとしている5)｡ その主な理由










FASB財務会計概念書第６号 ｢財務諸表の構成要素 (Concepts Statement No.








5) FASB [2007], para. 16.
6) FASB [2007], para. 54.
7) FASB [2007], para. 6.
8) FASB [2007], para. 6.



















ることができる｡ すると､ 株価収益率は小さくなるので､ 投資家に割安感を








10) 大杉 [2009]､ pp. 1015. 参照｡












つまり､ 当該アプローチによると､ 基本的所有商品が資本に分類され､ 基













12) FASB [2007], para. 17.
13) FASB [2007], para. 27.


























れている｡ また､ ②により企業の継続中に償還される場合において､ 他の金
引 地 夏奈子90
15) FASB [2007], para. 20.
融商品の価値が減少するならば基本的所有商品に該当しないことが示されて












決定されることはない｡ しかし､ 財務会計基準書第150号 『負債､ 資本及び
両方の特徴を有する金融商品の会計 (Statements of Financial Accounting
Standards No. 150, “Accounting for Certain Financial Instruments with
Characteristics of both Liabilities and Equity.” : SFAS 150､ これは現在 FASB-
ASC Topic 480とされている)』 により強制償還株式は負債に区分されるこ
とになった｡ これは､ 強制償還されることは ｢ある特定日または決定可能な
日もしくは特定の事象により､ 将来に資産の移転により決済を必要とする現






16) FASB [2008], para. 28.
17) FASB [2007], para. 69.
18) FASB [2003], para. B20.
われる｡ また､ 注目すべきはワラントやストック・オプションなどの株式決

























19) FASB [2007], para. 51.
20) AAA FRPC [2009], pp. 88pp. 90.
優先株式は負債に区分されるのに､ 強制償還義務を有する金融商品が､ 償還
されうる基本的所有商品の条件を満たせば､ 資本に区分されることへの疑問
が寄せられたのである｡ また､ 永久優先株式が負債に区分されることで､ 負
債比率などの財務指標に影響を与え､ 資金調達コストを増加させる恐れがあ
るのではないかとのコメントも寄せられた21)｡





















21) 大杉 [2009]､ pp. 2832. 参照｡
22) 福島・吉岡 [2010]､ p. 25.
























































る永久優先株式 (Perpetual preferred share) に該当すると考えられるので､
負債に区分され､ 株主資本の部から除外されることになる｡
無期限アプローチの場合､ 優先配当株式は普通株式への転換権が付されて











ただし､ 当該株式には参加型と非参加型がある｡ 参加型とは､ 一定額の優
先分配請求権に加え､ さらに余った純資産額がある場合には普通株式と同様
に分配してもらえるという権利が付与されている残余財産分配請求権付株式
をいう25)｡ 一方､ 非参加型とは､ 一定額の優先分配請求権のみが設定されて
おり､ 余った純資産があってもそこからの分配は認められない株式をいう26)｡
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24) FASB [2007], Appendix C.
25) 秋坂 [2009]､ p. 110.




負債要素となり､ 残りが基本的所有要素として資本に分配される｡ もし､ こ
の公正価値が割引現在価値で評価されるならば､ その公正価値はほぼゼロに










たように､ 予備的見解 para. 20.の要件30) に合致するものを資本に区分する｡
取得請求権付株式は､ 取得請求日における分配可能額を超過する償還が禁止
されているので31)､ 予備的見解 para. 20.における２つ目の要件を満たしてい


























































利点がある35)｡ ただし､ １円の新株予約権については通常､ 権利行使される
ことから､ 事実上の基本的所有商品として資本に計上される36)｡
一方､ 無期限アプローチによれば､ 新株予約権は決済が予定されるので､










35) 山田 [2009]､ p. 378｡
36) 秋坂 [2009]､ p. 112｡ しかし､ 基本的所有アプローチでは､ 新株予約権が１セント
オプションとして発行されたかどうかにより､ 新株予約権が負債か資本かに分類され

















普通株式 資本 資本 資本 資本






























新株予約権 純資産 負債 負債 資本
ストック・
オプション
純資産 負債 負債 資本
１円ストック・
オプション
純資産 資本 負債 資本
(出所) IASB [2008], Appendix Aを参照に作成｡
 おわりに
以上､ 本稿では､ FASBで議論されている基本的所有アプローチを手がか
りとして､ 負債と資本の区分問題を考察した｡ 元々､ FASBにおける負債と
資本の区分は､ SFAC 6の規定に依拠し､ 資産と負債を確定してから残余持































えられるが､ このような定義は現在の制度上､ 実務上なされておらず､ 資本
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